










































































































































































































































































































































































































































































行　　　政 限定的 制度の施行 対策
住　　　民 非限定的 非制度的対応 リーダーシップ
策に関する様々な業務を行っている。平常時に継続的に防災政策に関わる部局は限定されている
が，防災政策に関する広報の内容は，それらの部局から頻繁に発信されている。インタビューで
も，基礎自治体にて防災政策に関わる職員が，市民に対する情報提供に非常に積極的であることが
感じられた。また，他方，市民が自主防災組織などへ関与したがらない傾向があることに憂慮して
いた。しかし，第2章の調査結果から分かったことは，防災政策に関して住民の一番の不満は，
情報不足であるということだった。行政側は積極的な情報発信を行おうとしているのに，市民は情
報不足を不満とする。なぜこのような事態が発生するのであろうか。
　この問題は，行政と住民の間に，危機管理に関する認識の相違が存在していることによると考え
られる。この考えを示したのが表8である。
　この問題点に関して，ウォーの考察が参考になると思われる。ウォーは，「効果的な危機管理計
画の構築，特に災害に対する予防作業においては，市民からの政治・経済面における支援が必要と
される。しかし，一般的に危機管理計画は財政面で行政側の抵抗に遭い，役人や市民の関心は余り
得られない。有効な危機管理計画を構築するのは非常に困難であり，その過程には多くの障害が存
在している。」と指摘し，アメリカにおいて有効な危機管理を講じる上での障壁として，次の要因
を挙げている13。
①非常事態が発生するまで，危機管理は重要な問題と認識されない。
②効果的な危機管理計画に対する，継続した政治的支援が欠如している。
③危機管理において有効かつ必要とされる，災害防止や被害軽減を目的とした規制（特にそ
　の効果が不明で費用の場合）に対して，多くの場合，強い抵抗がある。
④危機管理計画における危機管理担当職の職業的専門性の向上，および，危機管理計画に対
　する優先的なリソース配分に対する，強力な行政的支援が欠如している。
⑤危機管理政策やその計画の有効性は不明確なのに対して，そのための費用は明確であるこ
　と。
⑥危機管理計画の複雑さゆえに，市民や行政官からの理解が得ることが困難であり，効果的
　な計画が構築しづらい（専門知識の必要性に対する理解不足も含まれる）。
⑦アメリカの水平的・垂直的官僚システムが縄張り意識を発生させ，協力関係を築き上げる
　のに問題となる。
⑧一般的に州や地方の財政，行政，政策立案能力には偏りがあり，高度な技術を必要とする
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　問題の運営に支障をきたしている。そのことにより，コストが増加し，問題が複雑かつ政治
　的に不安定な状況におかれる。
⑨現在の政治環境は，軍事関連問題以外の財政，行政，政策問題に関して中央集権政治よ
　り，地方分権政治を支持している。
⑩州や地方自治体の自治の促進により，それぞれの財政的責任を生み出したが，他方で一般
　歳入の交付や，連邦と州及び連邦と地方自治体の間での予算交付が減少，中止された。
⑪連邦の巨額負債や不均衡な地方財源という問題を抱えた現在のアメリカの経済状況では，
　莫大な費用を必要とする計画の予算は削減される。大規模災害が発生しその計画に対する政
　治的支援が得られれば，状況は異なる。
⑫災害の多種多様さが，リスク測定や危機管理計画の構築を難しくしている。
　これらの指摘は，日本の状況にも該当するであろう。行政組織は，危機管理における障壁を認識
しながら，防災情報の発信により工夫をしてゆかなくてはならない。そこためには，行政のシステ
ムを災害対策から危機管理へと変えてゆかなくてはならないであろう。そして，その変革において
は，次の2点がポイソトとなると思われる。先ず，行政組織における意識改革である。今まで
の，災害が外在的なものであり，あくまでも対応するものであるという考え方から，災害は社会に
内包されたものであり，それを管理するシステムの構築が必要であるとの認識を持つことが必要と
される。次に，住民の関心を向上させることである。ウォーの指摘にあるとおり，住民の関心を危
機管理に向けることは困難な課題である。そのためには，分かりやすい危機管理制度の設計が必要
不可欠となるであろう。そのためには，各種災害に対するマニュアルの整備，制度の統一化，評価
システムの構築が求められる。
むすびにかえて
　行政による危機管理において，市民とのコミュニケーションは，政策施行の効率性を高めるのに
必要不可欠なだけでなく，行政の危機管理における政治的側面，問題からも重要な問題である。西
尾隆は，危機管理には客観的・社会的要請と，主観的・政治的欲求という二つの側面があることを
示した上で，危機管理が権力によって利用される可能性を指摘し，次のように述べている。
危機管理への社会的要請というのは，例えばスリーマイル島原発事故のような災害が今後起
こった場合，これにいかに対処すべきかという現実的な管理と計画に対する要請である。（略）
これに対して危機管理の政治的欲求というのは，危機の“演出”によって権力がその基盤強化
と図ろうとすることである。この場合，実は権力の内部にこそ危機感があり，これを克服する
ために外部の危機が利用され，強調されるのである。（略）「危機」というシソボルほど，個人
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の服従と社会の組織化を容易にするものはなく，また危機からの脱出を大衆にしめすことに成
功すれば，当局の威信・権威は自然高まろう。（略）危機管理に，こうした権力の側の政治的
意図が介在することを物語っている。（略）その意味で，多少とも危機管理に巻き込まれる行
政機関の幹部は，自覚的であれ無自覚であれ，何らかの権力性を帯びずにはすまない。危機管
理への社会的要請に対するのが行政の課題であるとすれば，危機管理の政治的要求のチェック
は，逆に社会の側の義務である。そのためには，「危機」の定義，危機をめぐる情報が行政に
よって独占されないような装置が必要であるが，同時に市民の側にも公開された情報を理解し
批判しうるような訓練が要求されよう14。
　行政組織には，市民のニーズに答え，行政の危機管理に関してより積極的に情報公開を進めてゆ
くことが求められる。また，市民の側にも，行政との間のコミュニケーショソ・ギャップを積極的
に取り除いて行くことが期待されている。それは，危機管理政策における効率性を高めるのに有益
なだけにとどまらず，行政の行き過ぎを市民が行政活動を監視する上でも重要なこととなる。この
点に関しては，別稿にて改めて論じることとしたい。
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